
改革推進課

行政改革・官民連携等担当

2147

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B7
職員総活躍を目指した組織活性化事業 総務費 人事管理費 行政改革推進費

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 8,150 8,150 8,150

前年額 0 0

平成30年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

総務管
理費

事 業
期 間

平成30年度～ 根 拠
法 令

　内部コンサルタントが、職場や職員の課題解決力を向
上させるための支援を行い、働き方改革を促進する。こ
れにより、業務効率を上げるとともに、本質を追及した
行政組織へと変革していく。

(１)　組織開発の導入　　　　　　　　　　 8,150千円

（１）事業内容
　　ア　組織開発導入費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,150千円
　　　　外部コンサルタントによる組織開発を体験しながら、業務効率や業務の質の向上のための手法を学び、埼玉県版
　　　組織開発モデルを構築し、内製化する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）事業計画
　　　埼玉県版組織開発モデルを構築した上で、課題のある職場に内部コンサルタントが入り、課題解決力向上のため
　　の支援を行っていく。

（３）事業効果
　　　外部コンサルタントから業務の効率化や業務の質を向上させる手法を学ぶことで、これまでの働き方を見直す
　　きっかけをつくり、時間外縮減や本質を追及した行政運営の促進を図る。
　　　組織開発導入前後に組織風土診断を実施し、職場課題の改善を評価する。

　　(県10/10)

9,500千円×1名＝9,500千円

前年との
対比

― 企画財政部 B7 ―
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